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（身体の拘束等） 

 事業所は、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な

い場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）

は行わない。 

 前項の規定による身体的拘束等を行う場合には、あらかじめ利用者又は利用者の家族に、

利用者の心身の状況、緊急やむを得ない理由、身体的拘束等の内容、目的及び身体的拘束等を

行う時間帯、期間等を文書で説明を行い、同意を得る。 

  第１項の規定による身体的拘束等を行う場合には、管理者及び関係職員等により検討会議

を開催し、「緊急やむを得ない」要件を満たしているか、厳密に検討する。また身体的拘束等

に関する経過観察記録を整備する。 




